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 事 業 報 告  

令和 4 年 4 月 1 日から 

令和 5 年 3 月 31 日まで 

 

1．株式会社の現況に関する事項 

 

(1) 事業の経過及びその成果 

 国際コンテナ戦略港湾「阪神港」の国際競争力強化に向けて、港湾運営会社によ

る一元的運営を実現するため、当社と神戸港埠頭株式会社の会社分割により平成 26

年 10 月 1 日に阪神国際港湾株式会社を設立し、当社は、埠頭施設等保有資産の保全

管理並びに大規模改修等の機能を担うことになりました。 

大阪港の概況につきましては、令和 5 年 4 月 13 日に大阪港湾局から発表されまし

た「2022 年 12 月月報データ」によりますと、2022 年 1 月～12 月の総取扱貨物量は

8,556 万トン（前年比 101.0％）、このうち外貿貨物は 3,437 万トン（前年比 97.1％）

で、輸出貨物につきましては 849 万トン（同 96.0％）、輸入貨物につきましては 2,587

万トン（同 97.4％）となりました。 

また、外貿コンテナ取扱個数では輸出が 98 万 6 千 TEU（同 102.5％）、輸入が 114

万 5 千 TEU（同 98.1％）で、合計 213 万 TEU（同 100.1％）となり、新型コロナウイ

ルス感染症の影響を受ける前の 2019 年を若干上回るまでに回復しています。 

4 月 21 日発表の「大阪港のコンテナ貨物取扱個数（速速報値）」によりますと、令

和 5 年 1 月は 17 万 TEU で前年同月比 88％、2 月は 13 万 6 千 TEU で前年同月比 94％

と減少しておりますが、3 月は 17 万 8 千 TEU で前年同月比 101％と若干増加しており

ます。新型コロナウイルス感染症の収束の影響や、国際情勢の不安定化などにより、

世界の物流機能が大きく変動していることから、その動向を引き続き注視していく必

要があると考えております。 

令和 4 年度の当社の事業運営につきましては、外貿埠頭事業において C3・C4 の防

舷材の取替工事を実施するとともに、C8 桟橋の上部工改良工事に着手しました。ま

た、フェリー埠頭事業において、フェリー船舶の大型化に対応するため、前年度に引

続き R5 の付帯設備改良工事を実施しました。 

 施設運営につきましては、当社が保有するコンテナ埠頭、ライナー埠頭、大阪港

総合流通センター及びフェリー埠頭を一括して阪神国際港湾株式会社に貸付け、一

元的運営を行うことにより効率化を進めています。 

    その他の事業といたしましては、大阪港の発展と振興を図るため、大阪港湾局をは

じめとする関係機関と連携して諸施策に取り組んでおります。まず、大阪港湾局の取

組みを補完する立場で、コンテナ埠頭、ライナー埠頭、フェリー埠頭の更なる利用拡

大を目指すポートセールスですが、新型コロナウイルス感染症の影響により訪問など

による活動が制約を受けるなか、オンラインも活用して食の輸出に係るセミナーや商

談会を開催いたしました。また、大阪港の魅力向上と活性化に向けて、クルーズ客船
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の寄港隻数の増加を目指し、クルーズ船社や代理店への営業活動を行いました。 

新型コロナウィルス感染症の影響により、クルーズ客船の寄港予約がほとんどキャ

ンセルされるなど厳しい状況が続いておりましたが、感染症対策を考慮しながら大阪

港湾局を中心に関係機関・団体等と連携し、国内外において、クルーズ客船誘致に向

けた活動を継続して行った結果、令和 4 年 11 月には国の施策として国際クルーズ客

船の受入れ再開が発表されたこともあり、日本客船から徐々に運行が再開され、令和

5 年 3 月には外国客船が大阪港に寄港いたしました。 

  

このような事業状況の中で、当事業年度の営業収益につきましては、28 億 45 百

万円、営業利益は 6 億 9 百万円、経常利益は 5 億 49 百万円となり、当期純利益は、

3 億 85 百万円となりました。 

また、今後、必要な投資を計画的に行っていくための強固な財政基盤の確立が必要

であることから、令和 4 年 3 月末で資本金の額を 1 億円に減少し、減少する資本金

の額の全額を、その他資本剰余金に振り替えたところですが、令和 4 年度におきま

しては、国の無利子融資制度を活用し、資金負担の平準化を図りながら、計画的に

設備投資を進めて参りました。 

 今後とも、経営の効率化に取り組むとともに、阪神国際港湾株式会社との連携・

協力のもと事業を推進することにより、阪神港の国際競争力強化の一翼を担い、大

阪経済の発展に寄与してまいります。 

 

(2) 対処すべき課題 

    当社の安定的経営を図るためには、保有施設の計画的で効率的な維持管理ととも

   に機能向上にも努めていく必要があることから、施設の延命化をはじめ、施設の機

   能更新、フェリー船舶の大型化に対応した設備改良など、埠頭利用者の利便性の向

   上に取り組むとともに、将来に向けて、大規模自然災害や感染症の影響などに備え

   るとともに、国が進めるカーボンニュートラルポートの形成など、新しいニーズも

   踏まえ、国や大阪港湾局等と連携して適切な対応策を構築してまいります。 

 

(3) 設備投資の状況及び資金調達の状況 

当事業年度の主な設備投資のうち国の無利子貸付制度を活用した事業については、

次のとおりであります。 

事業区分 埠頭名 内容 実施額 

特定外貿埠頭の管

理運営に関する法

律に基づく事業 

南港コンテナ埠頭 C3･C4 防舷材取替工事 270 百万円 

南港コンテナ埠頭 C8 桟橋上部工改良工事 200 百万円 

合  計 470 百万円 

※ 実施額は税込額 
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上記の設備投資にかかる資金調達については、次のとおりであります。 

種別 金額 

国庫金転貸無利子借入金 67 百万円 

港湾管理者無利子借入金 67 百万円 

特別転貸債借入金 168 百万円 

市中銀行借入金等 ※168 百万円 

合計 470 百万円 

                    ※令和 5 年度借入 

 

(4)  財産及び損益の状況の推移 

区分 
単

位 

平成 31 年度 

(H31.4.1 

~R2.3.31） 

令和 2 年度 

(R2.4.1 

~R3.3.31） 

令和 3 年度 

(R3.4.1 

~R4.3.31） 

令和 4 年度 

(R4.4.1 

~R5.3.31） 

営業収益 
百万

円 
2,914 2,880 2,816 2,845 

経常利益 
または経常
損失（△） 

百万

円 
220 438 530 549 

当期純利益 
または当期
純損失(△) 

百万

円 
435 400 395 385 

発行済株式

総数 
株 602,400 602,400 602,400 602,400 

一株当たり

の純資産額 
円 52,594.70 53,259.81 53,916.96 54,556.71 

一株当たり
当期純利益 
または一株
当たり当期
純損失(△) 

円 722.25 665.11 657.15 639.75 

総資産 
百万

円 
46,614 45,497 45,065 44,766 

純資産 
百万

円 
31,683 32,083 32,479 32,864 

 

(5) 主要な事業所 

本社  大阪市住之江区南港北二丁目 1 番 10 号 

 

 (6) 事業内容  

① 外貿埠頭及びフェリー埠頭等の建設、賃貸及び管理運営 

② コンテナ蔵置施設等物流施設の建設、賃貸及び管理運営 

③ 公共施設及びこれらに準ずる施設等の維持管理及び運営 
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④ 港湾振興に寄与する集荷・集客促進事業の実施及び支援 

 

(7) 従業員の状況（令和 5 年 3 月 31 日現在） 

従業員数 

7 名 

(注) 従業員数は、常用雇用の社員の数であり、アルバイト及び人材派遣会社からの派
遣者は含んでおりません。 

 

 (8) 主要な借入先（令和 5 年 3 月 31 日現在） 

借入先 借入金残高（百万円） 

国 0 

大阪市 3,217 

株式会社三井住友銀行 2,219 

株式会社三菱 UFJ 銀行 2,344 

株式会社みずほ銀行 570 

株式会社日本政策投資銀行 224 

株式会社りそな銀行 147 

     合計 8,723 

２．株式に関する事項(令和 5 年 3 月 31 日現在）  

(1) 発行可能株式総数 1,000,000 株 

(2) 発行済株式の総数  602,400 株 

(3) 株式の状況 

株主名 持株数 

大阪市 602,400 株 

計 602,400 株 

 

３．会社役員に関する事項 

 (1) 取締役及び監査役の状況 

氏名 地位及び担当 他の法人等の代表状況等 

樋口 真一 代表取締役社長  

    森   隆行 取締役 ㈱関西物流総合研究所代表取締役 

   西村 健 取締役  

田丸 真章 監査役  

① 取締役のうち、森 隆行及び西村 健は、社外取締役であります。 

② 監査役 田丸 真章は、社外監査役であります。 
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額 

   

区分 員数 報酬等の総額 

取締役 

（うち社外取締役） 

3 名 

（2） 

10,200 千円 

（1,200） 

監査役 

（うち社外監査役） 

1 名 

（1） 

600 千円 

（600） 

合計 
4 名 

（3） 

10,800 千円 

（1,800） 

 

① 平成 26 年 9 月 10 日開催の臨時株主総会において、取締役の報酬額を年額 15,000

千円以内、平成 30 年 6 月 28 日開催の第 8 回定時株主総会において、監査役の報酬

額を年額 1,200 千円以内と決議されております。 

 

 

４．会計監査人の状況 

名称 仰星監査法人 

 

５．業務の適正を確保するための体制 

当社は、法令及び定款を遵守した経営の推進を目的として、以下の体制整備を内容と

する「内部統制システム基本方針」・「コンプライアイス管理規程」を定めるとともに(平

成 27 年 4 月 1 日)、適正に運用しております。  

⑴ 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① 取締役は、会社の企業活動のあらゆる場面において、法令及び定款を厳格に遵守する。 

② 業務の適正を確保する体制を確立するため、代表取締役社長（以下「社長」という。）

をコンプライアンス担当役員とし、コンプライアンス担当役員は、監査役と協力して

未然に法令及び定款の違反を防止する。 

③ 取締役は、重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見したと

きには、直ちに取締役会に報告し、適切な処置をとる。 

④ 監査役は、コンプライアンスの運用に問題があると認めるときには、取締役会におい

て意見を述べるとともに、その改善策の策定を求めることができる。 

［運用状況］ 

   ・ 内部統制システムの適切な運用により、取締役は、法令及び定款に則って職務を執

行しております。 

 

 

    ⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

① 取締役の職務執行に係る情報については、庶務規程に基づき保存及び管理を行う。 
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② 情報公開規程において、閲覧の条件等を明確にするとともに、これに適合した文書は、

常時、閲覧できるようにする。 

［運用状況］ 

・ 関連規程に則り、適切に情報の保存及び管理を行っております。 

 

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① リスク管理体制を確立するため、社長をリスク管理担当役員とする。全社的なリスク

管理に係る対応は総務部が行い、各部門の所管業務に付随するリスク管理は当該部門

が対応する。 

② 必要に応じて、規程及び指針の制定、教育研修の実施並びにマニュアルの作成及び配

布等を行う。 

③ 不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、損害の発生

を最小限にとどめる体制を整える。 

［運用状況］ 

・リスク発生に繋がる事項についての情報を社内で共有し、リスク顕在時は、その 

影響が最小限となる様、その対策について情報の交換を行っております。 

 

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 取締役会において経営計画を策定し、当該経営計画に基づき、取締役は職務を執行す

る。 

② 取締役の職務の執行を迅速かつ効率的にするため、取締役会の決定に基づく業務執行

については、組織、業務分担及び責任者等の職務権限を庶務規程等において定める。 

［運用状況］ 

    ・ 取締役は、取締役会において策定した中期経営計画に基づき、職務を執行して 

おります。 

・ 取締役会は、当該事業年度に 5 回開催されております。 

            ・ 内部統制関連規程に則り、適切かつ効率的に職務の執行を行っております。 

 

    ⑸ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① 使用人が業務を行うに当たり法令及び定款を遵守するための体制を整備し、必要に応

じて使用人に対するコンプライアンス教育研修を行う。 

② 会社の事業活動において法令及び定款の違反等の発生及びその可能性のある事項を早

期に発見し是正するための内部通報制度を整備し、使用人及び関係者からの報告体制

を整える。 

［運用状況］ 

・ 取締役会において、四半期毎の業務執行報告がなされております。 

・ 使用人に対する教育研修に努めております。 
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⑹ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項 

① 監査役の職務を補助すべき使用人は、内部監査規程に基づく監査責任者を充てる。 

   

⑺ 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

① 監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動や懲戒を行うときは、あらかじめ監査役

と協議する。 

⑻ 監査役の第 6 項の使用人に対する実効性の確保に関する事項 

  ① 監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の指示に従う。 

［運用状況］ 

・ 監査役は、総務課長との間で情報共有がなされており、当社は監査業務の実行性 

              の確保に努めております。 

 

⑼ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制 

① 取締役は、取締役会規則の規定に従い、会社の業務執行の状況その他必要な情報を取

締役会において報告又は説明する。 

② 取締役及び使用人は、法令及び定款の違反等の事項に加え、会社の信用若しくは業績

について重大な被害を及ぼす事項又はそのおそれのある事項を発見した場合にあって

は、監査役に対し速やかに当該事項を報告する。 

    ［運用状況］ 

・ 取締役は、取締役会において会社の業務執行の状況その他、必要な情報を監査役

に報告、説明しております。 

 

⑽ 前項第２号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない

ことを確保するための体制 

① 前項第２号の報告をした者を保護するための体制については、コンプライアンス管理

規程に定める。 

 

   ⑾ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行

について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

① 会社は、監査役からの当該費用の前払の請求、又は、支出の日以後におけるその利息

の償還の請求、並びに、監査役が当該職務の執行について負担した債務の弁済の請求

に対し、監査役の職務執行に必要でないことを証明した場合を除き、これを拒むこと

ができない。 

 

 ⑿ 監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するため

の体制 
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① 監査役は、職務の執行に当たり必要となる事項について、取締役及び使用人に対して

随時その報告を求めることができる。当該報告を求められた者は、速やかに当該報告

を行う。 

② 監査役は、社長及び取締役並びに会計監査人と必要に応じて意見交換を行う。 

  ［運用状況］ 

・ 監査役は、業務監査を実施し会計監査人から説明を受けて、代表取締役社長に「監

査結果・意見」を報告しております。 

・ 監査役は、取締役会に出席し、意見交換を行っております。 

 

（注）本事業報告に記載の金額は、単位表示未満の端数を切り捨てして表示しております。 

 

 

 


